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議案第７４号 

 

令和７年度五戸町一般会計補正予算（第２号） 

 

令和７年度五戸町の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 220,774 千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ 10,938,022 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 既定の地方債の補正は、「第２表 地方債補正」による。 

 

令和７年８月２８日 提出 

 

                    五戸町長 若 宮 佳 一 
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第 ２ 表  地 方 債 補 正   
 

１ 変  更 

起 債 の 目 的 
補       正       前 補       正       後 

限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

 千円 

証書借入 

又は 

証券発行 

５％以内（ただし、

利率見直し方式で

借り入れる資金に

ついて、利率見直

しを行なった後に

おいては、当該見

直し後の利率） 

 政府資金について

は、その融資条件によ

り、銀行その他の場合

にはその債権者と協

定するものによる。 

 ただし、町財政の都

合により据置期間及

び償還期限を短縮し、

又は繰上償還もしく

は低利債に借換える

ことができる。 

千円 

証書借入 

又は 

証券発行 

５％以内（ただし、

利率見直し方式で

借り入れる資金に

ついて、利率見直

しを行なった後に

おいては、当該見

直し後の利率） 

 政府資金について

は、その融資条件によ

り、銀行その他の場合

にはその債権者と協

定するものによる。 

 ただし、町財政の都

合により据置期間及

び償還期限を短縮し、

又は繰上償還もしく

は低利債に借換える

ことができる。 

消防防災施設整備事業 90,200 96,400 

学校教育施設等整備事業 136,400 142,300 

社会教育施設等整備事業 16,300 17,400 
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（一般会計）

給 与 費 明 細 書

1 特　別　職

給 与 費

期末手当

区　　　分 職員数 報　酬 給　料
(千円）

寒冷地手当
そ　の　他

計 共済費 合　計 備　考

年間支給率 の　手　当

(人） (千円） （千円） 　(3.4月分） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

長　等 3 23,256 7,908 297 149 31,610 5,729 37,339 通勤手当

議　員 14 38,844 13,207 52,051 10,605 62,656

その他 1,091 64,480 64,480 64,480

計 1,108 103,324 23,256 21,115 297 149 148,141 16,334 164,475

長　等 3 23,256 7,908 297 149 31,610 5,729 37,339 通勤手当

議　員 14 38,844 13,207 52,051 10,605 62,656

その他 1,091 64,480 64,480 64,480

計 1,108 103,324 23,256 21,115 297 149 148,141 16,334 164,475

長　等

比
議　員

較
その他

計

補
　
正
　
後

補
　
正
　
前
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2　再　任　用　職

給 与 費 共　済　費 退職手当

区　分 職　員　数 (公務災害 組合負担金 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計 負担金含む）

(人） (千円） （千円） (千円） (千円） (千円） (千円） （千円）

補正後 4 11,133 2,644 13,777 2,845 16,622

補正前 4 11,133 2,644 13,777 2,845 16,622

比　較

区　　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 時間外勤務手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

補　正　後 138 1,338 956 212

補　正　前 138 1,338 956 212

比　　　較

区　　分 住居手当

(千円）

補　正　後

補　正　前

比　　　較
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職員手当の内訳



3　会 計 年 度 任 用 職

給 与 費 共　済　費 退職手当

区　分 職　員　数 (公務災害 組合負担金 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計 負担金含む）

(人） (千円） （千円） (千円） (千円） (千円） (千円） （千円）

補正後 86 53,620 48,395 22,284 124,299 20,102 6,425 150,826

補正前 86 53,620 48,395 22,061 124,076 20,102 6,425 150,603

比　較 223 223 223

区　　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 時間外勤務手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

補　正　後 1,947 572 10,953 8,812

補　正　前 1,947 572 10,730 8,812

職員手当の内訳 比　　　較 223

区　　分 住居手当

(千円）

補　正　後

補　正　前

比　　　較

- 23 -



4　一　般　職

(1)　総　　括

給 与 費 共　済　費 退職手当

区　分 職　員　数 (公務災害 組合負担金 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計 負担金含む）

(人） (千円） （千円） (千円） (千円） (千円） (千円） （千円）

補正後 130 476,995 273,740 750,735 153,692 65,749 970,176

補正前 130 476,995 269,970 746,965 153,292 65,749 966,006

比　較 3,770 3,770 400 4,170

区　　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 時間外勤務手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

補　正　後 5,100 12,500 8,422 32,819 109,535 87,675 8,942

補　正　前 5,100 12,054 8,369 32,356 108,423 86,852 8,942

職員手当の内訳 比　　　較 446 53 463 1,112 823

区　　分 住居手当

(千円）

補　正　後 8,747

補　正　前 7,874

比　　　較 873
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(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　明
(千円） (千円） (千円）

給　　料 １　給与改定に １　人勧による
　  伴う増減分     給与改定分

２　昇給に １　定期昇給に
　  伴う増加分 　　よる増加分

３　その他の １　退職に伴う 　職員数の異動状況
　　増減分 　　減額分

補正後
補正前

２　採用に伴う 増　減
　　増加分

３　会計間異動 　採用･退職の状況等
　に伴う増減分

採　　　　用　　　　者
退　　　　職　　　　者

  会 計 間 異 動 (増減数）
４　その他

　

0 人
130 人
  0 人

130 人

区　　分 備　　　　　　　　　　　　考

　　計在職職員数 その他
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130 人
130 人

  0 人
  0 人
  0 人



増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　明
(千円） (千円） (千円）

職員手当 3,770 １　給与改定に １　人勧による
　　伴う増減分 　　給与改定分

２　昇給に １　定期昇給に
　  伴う増加分 　　よる増加分

３　その他の 3,770 １　退職に伴う
　　増減分 　　減額分

２　採用に伴う
　　増加分

３　会計間異動
　に伴う増減分

４　その他 扶養手当 446 千円 住居手当 873 千円
3,770 通勤手当 53 千円

時間外勤務手当 463 千円
期末手当 1,112 千円
勤勉手当 823 千円

区　　分 備　　　　　　　　　　　　考
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(3)　給料及び職員手当の状況

　ア　職員1人当たり給与
区　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職 技　　能　　職 医療職　（２） 医療職　（３）

平均給料月額（円）

 7年 9月 1日 平均給与月額（円）

　　　　現在 平均年齢　　（歳）

平均給料月額（円）

 7年 6月 1日 平均給与月額（円）

　　　　現在 平均年齢　　（歳）

（注）　平均給与月額には、期末手当、勤勉手当及び寒冷地手当は含まない。

　イ　初　任　給

行　政　職 技　能　職 医療職（2） 医療職（3） 行　政　職 技　能　職 医療職（2） 医療職（3）

（円） （円） (栄養士)(円) (保健師)(円） （円） （円） （円） (円）

188,000 185,700 188,000 185,700

204,400 208,300 204,400 208,300

220,000 227,400 255,400 220,000 227,400 255,400

　ウ　級別職員数

職員数　（人） 構成比　（％） 職員数　（人） 構成比　（％） 職員数　（人） 構成比　（％） 職員数　（人） 構成比　（％）

１級 30 23.0

２級 27 20.8 1 0.8 7 5.4

３級 9 6.9 5 3.8 1 0.8 1 0.8

　令和７年　９月　１日現在 ４級 35 26.9

５級 6 4.6

６級 8 6.2

計（100%） 115 88.4 6 4.6 1 0.8 8 6.2

１級 30 23.0

２級 27 20.8 1 0.8 7 5.4

３級 9 6.9 5 3.8 1 0.8 1 0.8

　令和７年　６月　１日現在 ４級 35 26.9

５級 6 4.6

６級 8 6.2

計（100%） 115 88.4 6 4.6 1 0.8 8 6.2
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高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

310,522

39.11 52.05 34.07

　　医　　療　　職　　（３）
区　　　　　　　　分

344,588 366,938 310,819

308,844 294,900 294,000 271,144

350,840

38.09 34.10

294,000

366,641

38.06

294,900 271,144

344,291

等　　　級

区　　　　　分

国　　　　の　　　　制　　　　度

39.14

行　　　政　　　職 技　　　能　　　職 　　医　　療　　職　　（２）

308,844

350,543

52.08



（級別の標準的な職務内容）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

主 事 主 査 総 括 主 査 班長・課長補佐 課 長 参 事

自動車運転技術員 技 能 主 事

主 任 栄 養 士

保 健 師 主 任 保 健 師

　エ　昇給

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 合  　計 行政職 技能職  医療職（２） 医療職（３）

 （Ａ）　（人） 130 115 6 1 8

 （Ｂ）　（人） 112 100 4 1 7

１号給　（人）

補　正　後 ２号給　（人）

号給数別内訳 ３号給　（人） 4 4

４号給　（人） 108 96 4 1 7

６号給　（人）

８号給　（人）

　　　比　　率　　　　　　　（Ｂ）／（Ａ） （％） 86.2 87.0 66.7 100.0 87.5

 （Ａ）　（人） 130 115 6 1 8

 （Ｂ）　（人） 112 100 4 1 7

１号給　（人）

補　正　前 ２号給　（人）

号給数別内訳 ３号給　（人） 4 4

４号給　（人） 108 96 4 1 7

６号給　（人）

８号給　（人）

　　　比　　率　　　　　　　（Ｂ）／（Ａ） （％） 86.2 87.0 66.7 100.0 87.5

　オ　期末･勤勉手当

支　給　率　計 職制上の段階、職務の

６月（月分） １２月（月分） （月分） 級等による加算措置

補　正　後 2.275 2.275 有

補　正　前 2.275 2.275 有

国の制度 2.3 2.3 有
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4.55

4.55

4.6

昇給に係る職員数

職 員 数

昇給に係る職員数

区　　　分
支給期間別支給率

備　　　　考

区 分

行　　　　　政　　　　　職

技　　　　　能　　　　　職

医　　　　　療　　　　　職（２）

医　　　　　療　　　　　職（３）

職 員 数



　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

　キ　特殊勤務手当

代表的な特殊勤務手当の名称

　ク　その他の手当

区                      分 国 の 制 度 と の 異 同 差   異   の   内   容

扶       養       手       当 同

住       居       手       当 同

通       勤       手       当 異　（自家用） 距離区分により割増

・職務の級に応じた調整額

33.27075

備　　　考

なし

なし

- 29 -

その他の加算措置等 退職時特別昇給

・定年前早期退職特例措置

・職務の級に応じた調整額

47.709 （２％～４５％加算）

支給対象職員の比率　　　　(％)
（　　年　　月　　日現在）

（２％～４５％加算）

区　　　　　　　　　　分 全　　　　　職　　　　　種

代　　　　　表　　　　　的　　　　　な　　　　　職　　　　　種

給料総額に対する比率　　　（％）

24.586875
・定年前早期退職特例措置

国の制度
（支給率等）

区　　分

47.709 47.709

支給率等 24.586875 33.27075 47.709



- 30 - 



地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）

前 々 年 度 末 前 年 度 末 当該年度末現在高

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中 元 金
現 在 高 現 在 高 見 込 起 債 見 込 額 償 還 見 込 額 見 込 額

1 551,228 465,893 537,800 80,619 923,074

(1) 総 務 2,400 1,600 374,900 800 375,700

(2) 農 林 水 産 36,236 31,994 3,900 6,156 29,738

(3) 土 木 480,181 414,464 15,500 65,607 364,357

(4) 消 防 8,900 8,900

(5) 教 育 32,411 17,835 134,600 8,056 144,379

2 23,057 18,161 4,022 14,139

(1) 土 木 21,658 16,961 3,822 13,139

(2) 農 林 1,399 1,200 200 1,000

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書補正

区 分

当 該 年 度 中 増 減 見 込

普 通 債

災 害 復 旧 債
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前 々 年 度 末 前 年 度 末 当該年度末現在高

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中 元 金
現 在 高 現 在 高 見 込 起 債 見 込 額 償 還 見 込 額 見 込 額

区 分

当 該 年 度 中 増 減 見 込

3 8,503,070 8,220,957 546,500 866,101 7,901,356

(1) 出 資 債 211,861 183,383 25,695 157,688

(2) 減 税 補 て ん 債 5,289 2,506 1,759 747

(3) 臨 時 財 政 対 策 債 2,847,198 2,581,464 277,495 2,303,969

(4) 合 併 特 例 債 1,639,633 1,638,358 101,200 190,165 1,549,393

(5) 過 疎 対 策 事 業 債 2,958,735 2,971,488 336,500 331,963 2,976,025

(6) 緊 急防災・減災事業債 782,241 772,659 94,800 29,879 837,580

(7) 全 国 防 災 事 業 債 13,239 6,624 6,624

(8) 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 債 4,474 8,022 588 7,434

(9) 緊急自然災害防止対策事業 8,000 12,000 4,000 500 15,500

(10) 減 収 補 填 債 23,000 21,653 1,348 20,305

(11) 脱 炭 素 化 推 進 事 業 債 5,500 5,500 4,100 9,600

(12)
防 災 ・ 減 災 ・ 国 土 強 靭 化
緊 急 対 策 事 業 債

3,900 17,300 85 17,215

そ の 他



前 々 年 度 末 前 年 度 末 当該年度末現在高

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中 元 金
現 在 高 現 在 高 見 込 起 債 見 込 額 償 還 見 込 額 見 込 額

区 分

当 該 年 度 中 増 減 見 込

(13) デ ジ タ ル 活 用 推 進 事 業 債 5,900 5,900

9,077,355 8,705,011 1,084,300 950,742 8,838,569計
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